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平成 23年２月 15日 

各   位 

会 社 名 株 式 会 社 サ ン シ テ ィ 

代 表 者 の 

役 職 氏 名 
代表取締役社長 星 山 泰 洙 

（コード番号：８９１０   東証第一部） 

問い合わせ先 管 理 部 長 関  健 一 

電 話 番 号 0 2 2 - 2 6 7 - 3 4 1 0 

 

 

当社定時株主総会における株主提案に対する当社取締役会の考え方について 

 

 

当社は、平成23年１月25日及び平成23年２月２日に開示いたしましたとおり、当社株主より、平成23年３月開

催予定の第19回定時株主総会における株主提案権行使に関する書面を２件受領しております。 

当社取締役会は、これらの株主提案の内容について慎重に検討した結果、平成23年２月15日開催の取締役会に

おいて、以下の結論となりましたので、お知らせいたします。 

 

記 

１． 提案株主① 

氏名 小出 泰啓 

 

２． 提案株主①からの提案内容の概要及びそれに対する当社取締役会の考え方(なお議題10乃至議題14に関連し、

当社の経営体制に関する当社取締役会の考え方を６頁以下にて詳述しておりますので、ご一読をお願い申し上げ

ます。) 

 

議題１ 定款一部変更の件 

「取締役を選任するときには、取締役候補者一名につき、一つの独立した議題及び議案を株主総会に付議

する」旨の規定を当社定款に追加する。 

 

取締役会としては本議案に反対いたします。 

反対理由 

 取締役選任議案については一般的に一括して上程する場合が多く、一方株主側も賛否の票を投ずるに当た

っては、現状でも各候補者毎に選任の賛否をご判断いただける形式がすでに整っております。 

 よって、定款に記載すべき必要性はないことから、取締役会としては反対いたします。 

 

議題２ 定款一部変更の件 

「監査役（常勤・非常勤を問わない。）の取締役会への出席状況（取締役会開催回数に占める監査役の出

席回数）を、金融商品取引法第 24 条の４の７に定められる四半期報告書中に明記する方法又は定款第５条

に定める方法その他の合理的な方法によって、当会社の株主又は株主となろうとする者に、四半期ごとに開

示する」旨の規定を当社定款に追加する。 
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取締役会としては本議案に反対いたします。 

反対理由 

 社外役員（当社の場合、社外取締役は存在しません。）の取締役会への出席状況については会社法に従い、

法令の定めの通り報告しております。 

四半期ごとの開示につきましても、当社としては情報公開の観点から積極的に対応することを今後検討し

て参る所存でありますが、議案１同様、定款に記載すべき必要性はないことから、取締役会としては反対い

たします。 

 

議題３ 定款一部変更の件 

「取締役および使用人の監査役への対応においては、常勤・非常勤の別を設けてはならず、監査役が要求

する全ての資料を速やかに提出する」旨の規定を当社定款に追加する。 

 

取締役会としては本議案に反対いたします。 

反対理由 

 当社の取締役及び使用人は、監査に必要と考えられる資料については全て、監査役の常勤、非常勤を問わ

ず、速やかに監査役に提出しております。 

よって、定款に記載すべき必要性はないことから、取締役会としては反対いたします。 

 

議題４ 定款一部変更の件 

「当会社の取締役若しくは当会社の関係会社若しくは関連会社の取締役又は当該取締役が役員を務める

会社（当会社の関係会社又は関連会社を除く。）が当会社の関係会社又は関連会社から金銭の貸付を受けた

場合、当会社の各四半期末時点のその貸付残高を、金融商品取引法第 24 条の４の７に定められる四半期報

告書中に明記する方法又は定款第５条に定める方法その他の合理的な方法によって、当会社の株主又は株主

になろうとする者に、四半期ごとに開示する。また、その貸付を受けた取締役が、当会社又は当会社の関係

会社若しくは関連会社の取締役を退任した時点で、当該貸付が完済されていない場合は、完済されるまでそ

の貸付残高を四半期報告書中に明記する方法又は定款第５条に定める方法その他の合理的な方法によって、

当会社の株主又は株主になろうとする者に、四半期ごとに開示する」旨の規定を当社定款に追加する。 

 

取締役会としては本議案に反対いたします。 

反対理由 

 すでに法令の定めにより提出している招集通知並びに有価証券報告書において「関連当事者との取引」と

して開示義務をすでに負っております。 

また、会社法第 433 条により、一定の要件を満たす株主は会計帳簿閲覧請求権を有しており、四半期ごと

の開示を行う旨の規定を定款に記載すべき必要性はなく、取締役会としては反対いたします。 

 

議題５ 定款一部変更の件 

「当会社の取締役若しくは当会社の関係会社若しくは関連会社の取締役又は当該取締役が役員を務める

会社（当会社の関係会社又は関連会社を除く。）が当会社の関係会社又は関連会社から金銭の仮払を受けた

場合、当会社の各四半期末時点のその仮払残高を、金融商品取引法第 24 条の４の７に定められる四半期報

告書中に明記する方法又は定款第５条に定める方法その他の合理的な方法によって、当会社の株主又は株主

になろうとする者に、四半期ごとに開示する。また、その仮払を受けた取締役が、当会社又は当会社の関係

会社若しくは関連会社の取締役を退任した時点で、当該仮払が清算されていない場合は、清算されるまでそ

の仮払残高を四半期報告書中に明記する方法又は定款第５条に定める方法その他の合理的な方法によって、

当会社の株主又は株主になろうとする者に、四半期ごとに開示する」旨の規定を当社定款に追加する。 
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取締役会としては本議案に反対いたします。 

反対理由 

 そもそも仮払金とはその性質上、一定の目的の下に発生するごく短期間の立替払い的な性質のものであり

ます。 

当社では会社における規程により仮払の実行は一定以上の権限者の下に実施されることが義務付けられ

ており、実務上も規程に則り実行されております。当然のことながらこれらの会計処理は会計監査人による

監査の他、監査役会における監査を受けており、その結果についてはすでに法令の定めにより招集通知にお

いてご報告済みであります。 

また、会社法第 433 条により、一定の要件を満たす株主は会計帳簿閲覧請求権を有しており、仮払残高に

ついて四半期ごとの開示を行う旨の規定を定款に記載すべき必要性はなく、取締役会としては反対いたしま

す。 

 

議題６ 定款一部変更の件 

「当会社の各四半期における各々の取締役による接待交際に供された費用の額を、金融商品取引法第 24

条の４の７に定められる四半期報告書中に明記する方法又は定款第５条に定める方法その他の合理的な方

法によって、当会社の株主又は株主になろうとする者に、四半期ごとに開示する」旨の規定を当社定款に追

加する。 

 

取締役会としては本議案に反対いたします。 

反対理由 

 上記議案５と同様、当社では会社における規程により、各々の取締役による費用を要する接待交際は一定

以上の権限者の下に実施されることが義務付けられており、実務上も規程に則り実行されております。当然

のことながらこれらの会計処理は会計監査人による監査の他、監査役会における監査を受けており、その結

果についてはすでに法令の定めにより招集通知においてご報告済みであります。 

また、会社法第 433 条により、一定の要件を満たす株主は会計帳簿閲覧請求権を有しており、各々の取締

役による接待交際に供された費用の額について四半期ごとの開示を行う旨の規定を定款に記載すべき必要

性はなく、取締役会としては反対いたします。 

 

議題７ 定款一部変更の件 

「取締役は、当会社が情報開示を行うときは、幅広い層の投資家が理解できるように、市場における一般

的な表現法に加えて、平易なる表現にて詳細に内容を補足説明する」旨の規定を当社定款に追加する。 

 

取締役会としては本議案に反対いたします。 

反対理由 

 当社は情報開示については極力平易な表現とすることを心がけており、今後もそのように対応する方針で

あります。 

よって、定款に記載すべき必要性はなく、取締役会としては反対いたします。 

 

議題８ 定款一部変更の件 

「会社法の定めに基づく株主総会の招集請求権又は株主提案権の行使資格を有する株主（以下「請求株主」

という。）から会社に通知された情報（書面による場合を含む。）の取り扱いにおいて、当該通知の目的にか

かわらず、請求株主がその情報全部の開示を要求しているときは、当会社は遅滞なくその全文を定款第５条

に定める方法その他の合理的な方法により開示する」旨の規定を当社定款に追加する。 
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取締役会としては本議案に反対いたします。 

反対理由 

上記の情報開示について、内容によっては要点を整理した上で情報開示した方がより多くの方にわかりや

すいことがあり得る場合も想定され、定款の規定として定めることがむしろ合理性に欠く結果となりかねな

いことから、取締役会としては反対いたします。 

 

議題９ 定款一部変更の件 

「当会社の関係会社若しくは関連会社の取締役及び監査役が受領する報酬について、各取締役および監査

役の氏名とその者が当該決算期中に受領した報酬総額とを、各決算期の有価証券報告書（金融商品取引法第

24 条に定められる有価証券報告書をいう。）に明記する方法又は定款第５条に定める方法その他の合理的な

方法によって、当会社の株主又は株主になろうとする者に、四半期ごとに開示する」旨の規定を当社定款に

追加する。 

 

取締役会としては本議案に反対いたします。 

反対理由 

 金融商品取引法及び企業内容等の開示に関する内閣府令により、平成 22年３月 31日以後終了する事業年

度にかかる有価証券報告書より、役員報酬の開示、特に１億円以上の報酬を受領する役員に対する連結報酬

等の総額及び報酬等の種類別の額の開示が義務付けられており、当社も法令に準拠した開示をすでに行って

おります。 

よって、かかる法令による要請を超えて、取締役および監査役が受領する報酬について、四半期ごとに開

示する旨を定款に記載する必要性はなく、取締役会としては反対いたします。 

 

議題１０ 取締役解任の件 

取締役星山泰珠を解任する。 

（受領書面のとおりの記載です。当社としては誤字と判断し星山泰「洙」と読み替えて取り扱います。） 

 

議題１１ 取締役解任の件 

取締役菊地英明を解任する。 

 

議題１２ 取締役１名選任の件 

取締役全員は本定時総会終結の時をもって任期満了となるので、取締役候補者阿部尚史を取締役に選任す

る。取締役候補者阿部尚史の略歴等は以下のとおりである。 

 

候補者番号１ 阿部 尚史（昭和 47年６月１日生） 

略歴等 

平成６年２月 当社入社 

平成 16 年１月 当社 盛岡支店 営業部部長 

平成 17 年９月 当社 盛岡支店 支店長 

平成 20 年３月 当社 取締役 就任 

平成 20 年３月 当社 北東北営業本部長兼盛岡支店長 

平成 22 年３月 当社取締役 退任 

所有する当社の株式 516株 

上記取締役候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。 
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議題１３ 取締役１名選任の件 

取締役全員は本定時総会終結の時をもって任期満了となるので、取締役候補者中井唯雄を取締役に選任す

る。取締役候補者中井唯雄の略歴等は以下のとおりである。 

 

候補者番号２ 中井唯雄（昭和 46年７月 20日生） 

略歴等 

平成７年５月 株式会社沖ソフトウェア九州入社 

平成８年５月 株式会社富士通九州システムエンジニアリング入社 

平成 10 年６月 海外学習センター 創業 

平成 11 年 10月 英国 シンビアン入社 

平成 13 年２月 英国 バークレイズ証券会社入社 

平成 15 年２月 米国 ディー・ケー・アール・オアシス入社 

平成 17 年２月 ケイマン籍 グランチェスター・マスター・ファンド 創業 

平成 19 年１月 株式会社エフティコミュニケーションズ入社 

同社子会社 株式会社フレクソル 金融事業取締役 就任 

平成 20 年２月 当社入社 経営戦略本部長 

平成 20 年３月 当社取締役 就任 

平成 22 年３月 当社取締役 退任 

所有する当社の株式 －株 

上記取締役候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。 

 

議題１４ 取締役選任の不承認の件 

取締役候補者星山泰珠及び同菊地英明の選任を承認しない。 

（受領書面のとおりの記載です。当社としては誤字と判断し星山泰「洙」と読み替えて取り扱います。） 

 

 

取締役会としては上記議案 10乃至議案 14(以下「当社取締役に関する株主提案」といいます。)にいずれも

反対いたします。 

反対理由 

① 本総会における当社の取締役候補者に関する考え方 

 当社は本株主総会において別紙に記載の４名を取締役候補者とする取締役選任議案(以下「会社提案」

といいます。)を付議する予定であります。 

当社取締役会は、この取締役候補者４名の選任が当社の企業再生の実現を目指し、グループ一丸となっ

て着実に経営改革を進めていくために不可欠であると考えております。 

 

(1) 星山泰洙について 

 

会社提案における取締役候補者(以下、「会社提案候補者」といいます。)のうち星山泰洙は、今般の

提案株主でありかつ平成22年２月15日まで代表取締役を務めていた小出泰啓氏より後事を託され、当社

グループ全体の経営を統括する代表取締役社長兼グループＣＥＯとして当社グループの経営改革を強

力に推進してまいりました。 

 

星山泰洙は、当社の業績回復・企業再生の中心事業である分譲マンション販売の営業部門の総責任者

を長期間に亘って勤めているばかりでなく、販売物件の確保に必要不可欠な分譲マンション開発事業に
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も精通しております。事実、当期における販売物件の確保という点においては既に５棟187戸の販売代

理物件を獲得済みであり、来期以降竣工予定の開発物件についても既に５棟309戸の実現が確実になっ

ており、今後もさらに着実な商品確保を進めてゆく予定です。 

 

さらに、当社は取引金融機関に対し平成21年５月より借入金の元本返済の猶予等を要請しているとこ

ろ、星山泰洙は、取引金融機関との交渉においても力を発揮し、かかる要請について大多数の金融機関

より同意を頂けた原動力となっており、今後とも強力なリーダーシップを発揮し経営にあたることが企

業価値の向上に資するものと考えます。 

 

(2) 菊地英明について 

 

また、菊地英明は、当社取締役と同時に100％連結子会社である株式会社サンシティネクストの代表

取締役社長を兼任し、グループＣＥＯを補佐し事業構築戦略及び人事戦略、財務戦略及びグループ全体

の経営全般の総責任者として、当社グループ各社と連携を図りながら様々な改革施策を実行してまいり

ました。 

 

当社グループの経営戦略上、重要な位置付けとなる主要な金融機関、ゼネコンを担当し、当社グルー

プを支えていただいている顧客や取引先、従業員等との間の強固な信頼関係をもとに、各事業部門の経

営改革に際しその原動力となっております。 

 

(3) 会社提案候補者による経営改革と企業価値の向上 

 

当社取締役会は、星山泰洙及び菊地英明を含む別紙に記載の取締役候補者４名がそれぞれの強みを最

大限に発揮し、またそれぞれの豊富な経験、実績、見識等を活かしながら、引き続き当社グループの従

業員と一致団結して当社グループの経営改革に取り組むことにより、企業価値ひいては株主共同の利益

の持続的な向上を図ることができるものと確信しており、これらの者が本株主総会において取締役に選

任されることが最適であり、星山泰洙及び菊地英明を解任すべき理由は全くないと考えております。 

 

② 当社取締役に関する株主提案が承認された場合の企業価値毀損のおそれ 

 

(1) 阿部尚史候補について 

 

株主提案における取締役候補者（以下「株主提案候補者」といいます。）である阿部尚史氏は、その

経歴のとおり平成22年３月まで当社取締役であり、取締役退任後の現在は常務執行役員北東北営業本部

長として分譲マンション営業の重要な責任者の任にあります。 

 

 阿部尚史氏は、当社の一昨年以降の経営スリム化施策の一環である取締役数の減員の中で退任したと

いう経緯があり、本人からも業務執行に専念したいという意向で、仮に本総会にて取締役に選任された

としても直ちに辞退する意向をすでに確認済みであります。 

 

(2) 中井唯雄候補について 

 

中井唯雄氏については、今般の提案株主でありかつ当社の前代表取締役である小出泰啓氏の強い推薦

を受け、平成20年３月、当社取締役に就任いたしましたが、小出泰啓氏が当社の業績悪化に関する経営

責任を明確にするため代表取締役及び取締役を退任した直後の平成22年３月を以って当社取締役を退

任しており、取締役退任後は執行役員を経て平成22年12月15日付を以って当社を退職しております。 
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株主提案の理由として、中井唯雄氏は当社の企業統治策の着実な実行、資本政策の充実、投資家およ

び報道機関との対話促進のためには、当該取締役候補者の資本市場における卓抜した経験が有用とされ

ております。 

 

しかしながら、中井唯雄氏は、当社取締役及び執行役員在任中の言動や実績に鑑みましても、企業統

治策の実行者としては極めて不適任と判断せざるを得ません。 

資本政策につきましても、特命を受け活動しておりましたものの全く実績が上げられないまま退職し

た経緯もあり、中井唯雄氏の経歴のとおり、そもそも不動産業務の知識・経験が全く無いと推察してお

ります。 

 

当社はデベロッパーという事業の特性を理解した上でなければ資本政策は不可能であると考え、すで

にフィンテックグローバル証券株式会社と包括的なファイナンス全般のアドバイザリー契約を締結し

ており、同社と連携を深めながら資本政策について実施すべきと考えております。 

 

従いまして中井唯雄候補を取締役として選任する理由は全く見当たらないと考えております。 

 

(3) 当社取締役に関する株主提案が承認された場合の企業価値毀損のおそれ 

 

提案株主からは、会社提案候補者の２名が解任され、株主提案候補者が選任された場合の経営方針、

当社の企業価値を向上させるための施策、更にはそれらを責任をもって実行していく経営体制等、株主

提案候補者が取締役に選任されることで当社の企業価値を向上させることが可能となることについて

の具体的説明は何らなされておりません。 

また、株主提案候補者である中井唯雄氏と、当社の企業価値の源泉である従業員や、顧客、取引先等

との間には、現経営陣が築いているものと同様の強固な信頼関係が構築されていないと考えております。

万が一このような株主提案候補者が取締役に選任され、会社提案候補者が解任となった場合、経理・財

務・人事等の管理部門や販売物件の確保のためのマンション開発事業部門を管掌できる高度な知識や経

験を持った取締役が不在となります。 

 

それは、現代表取締役社長兼グループＣＥＯのもとで先導的に業務を執行する取締役が取締役会の過

半数を占め、株主の皆様の負託に対し責任を持って経営に当たるという現在の当社のガバナンス体制か

らの大きな変更を意味するものですが、具体的にどのようなガバナンス体制を構築する予定であるのか、

またそのようなガバナンス体制の変更により当社グループにどのようなメリットが生じるのかなどが

明らかではなく、かえって、当社の事業・業務等の現場が著しく混乱することとなりかねません。 

 

仮に取締役に選任された株主提案候補者が当社の業務執行を主導的に行うことが想定されているの

だとしても、業務執行について株主提案候補者のうち誰がいかなる役割を担うことになるのか明らかで

なく、上記のとおり、明確な役割・職責の分担のもと代表取締役社長兼グループＣＥＯを中心に一丸と

なって経営に当たっている現経営体制と比べ、当社の経営がこれまで以上に適切に機能するとは到底考

えられません。 

 

以上を総合的に勘案した結果、当社取締役会は、株主提案候補者が当社の取締役に選任された場合、

当社の企業価値ひいては株主共同の利益が毀損されるおそれがあると考えております。 
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③ 当社取締役に関する株主提案に対する当社取締役会の考え方 

 

 つきましては当社取締役会は、別紙に記載の会社提案の取締役候補者が当社の経営を行うことが、当

社の企業価値ひいては株主共同の利益の向上につながるものと確信しており、他方で株主提案は会社提

案と両立しえない提案であること、株主提案候補者の選任が当社の企業価値ひいては株主共同の利益の

向上につながることが具体的に示されておらず、むしろ当社の企業価値・株主共同の利益の毀損につな

がるおそれもあることを勘案し、当社取締役会は当社取締役に関する株主提案に反対いたします。 

 

 

3． 提案株主② 

氏名  名村 信夫 

4．提案株主②からの提案された内容 

（1）議題  

役員退職慰労金の支給について 

 

（2）議案の要領 

2009年及び 2010 年に退任した役員に対しての退職慰労金の支給をする。ただし、会社規定の 40％を支

給し積立金の残金については放棄させ、その残金は特別利益として計上する。 

取締役会としては本議案に反対いたします。 

反対理由 

 当社は平成 22年（2010年）12月期末配当について無配とさせていただく所存であります。これにより当

社は３期連続して無配を継続することとなり、これまで当社をご支援していただいた全ての株主の皆様のご

期待にお応えできず誠に申し訳なく思っております。 

 

当社は本株主総会において別紙記載の４名を取締役候補者とする取締役選任議案(以下「会社提案」とい

います)を付議する予定でありますが、当社取締役会の総意として、３期連続無配となるに至った責任は、

平成 22(2010年)年３月まで当社取締役であった提案株主である名村信夫氏を含めた、平成 20年（2008年）

12月期当時から現在に至るまで在任していた取締役全員にあるものと考えております。 

役員退職金とは、取締役の在任期間中の功績を慰労する目的で、株主の皆様のご賛同を得て贈呈すべき性

質のものであります。当社取締役会としては、2008 年 12 月期当時から現在に至るまで在任していた取締役

には、退職金を受領するに値する功績があるとはいえず、株主の皆様への配当を行うことなく、無配となっ

た期間中に在任していた取締役、とりわけ株主提案における「2009 年及び 2010 年に退任した役員」に対し

退職慰労金を支給することはできないとの認識を持っております。従って、３期連続無配となったことに対

する責任を明確にするため、会社提案取締役候補者の現在までに引当計上されている退職金支給の権利を放

棄し、今会計期間中に役員退職慰労引当金を全額取り崩した上で、全額特別利益へ計上する予定であります。 

 

以上の点に鑑み、名村信夫氏からの上記株主提案には何ら賛成できる理由が見当たらないことから、当社

取締役会は株主提案に反対いたします。 

 

なお、本議案については提案理由が付されておりませんが、文面より退職慰労金についてすでに積立金が

あるものとの認識であると思われます。しかしながら当社では役員退職慰労金については「引当処理」を行

っているものの、実際の資金として「積立」しているものではなく、この点については提案株主に事実誤認

がある点、念のため申し添えます。 

 

以 上 
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【別紙】会社提案取締役候補者 

 

候補者番号 氏名（生年月日） 
略歴、当社における地位及び担当 

（重要な兼職の状況） 

所有する当社の

株式数 

１ 
星山 泰洙 

(昭和37年10月２日生) 

昭和61年４月 

平成４年４月 

平成４年４月 

平成６年５月 

平成13年９月 

平成15年３月 

平成16年１月 

平成16年５月 

平成18年２月 

平成20年３月 

平成22年２月 

平成22年２月 

 

平成22年３月 

株式会社朋友建設入社 

当社入社 

常務取締役就任 

専務取締役就任 

営業本部長 

東京支社長 

統括本部長兼営業推進部長 

営業統括本部長兼営業推進部長 

ＣＯＯ（最高業務責任者）  

取締役副社長 

代表取締役社長就任（現任） 

株式会社サンシティリセール 

代表取締役就任（現任） 

ＣＥＯ（最高経営責任者）（現任） 

24,465株 

２ 
米川 淳 

(昭和40年６月20日生) 

昭和62年３月 

平成２年５月 

平成４年５月 

平成７年４月 

平成８年４月 

平成10年２月 

平成11年４月 

平成12年３月 

平成15年３月 

平成15年３月 

平成16年２月 

平成17年３月 

平成17年４月 

平成20年５月 

平成20年５月 

平成20年５月 

株式会社ル・グレン入社 

株式会社朋友建設入社 

当社入社 

本社営業部部長代理 

本社営業部長 

札幌支店長 

郡山支店長 

取締役就任 

営業推進部長 

本社営業統括部長 

本社第一営業部長 

常務取締役就任 

本社営業本部長 

専務取締役就任（現任） 

営業統括本部長（現任）  

南東北営業本部長（現任）  

807株 
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候補者番号 
氏名 

（生年月日） 

略歴、当社における地位及び担当 

（重要な兼職の状況） 

所有する当社の

株式数 

３ 
中村 誠二 

(昭和43年11月５日生) 

昭和62年３月 

平成２年５月 

平成４年５月 

平成10年２月 

平成12年３月 

平成12年４月 

平成13年１月 

平成15年３月 

平成16年１月 

平成17年１月 

平成17年４月 

平成20年５月 

平成22年３月 

株式会社金港堂入社 

株式会社朋友建設入社 

当社入社 

本社営業部部長代理 

取締役就任 

本社営業部長 

横浜支店長 

東京支社営業統括部長 

東京支社長 

首都圏営業本部長（現任） 

北関東支店長 

常務取締役就任（現任） 

営業統括副本部長（現任） 

684株 

４ 
菊地 英明 

(昭和39年５月４日生) 

昭和62年４月 

 

平成２年４月 

平成４年２月 

 

平成６年６月 

平成８年７月 

平成９年９月 

平成11年１月 

平成13年１月 

平成13年９月 

平成15年１月 

平成17年１月 

平成17年３月 

平成20年５月 

平成20年５月 

平成20年10月 

 

平成22年３月 

株式会社大信販（現株式会社アプラス）

入社 

株式会社北杜エステート入社 

株式会社ホームギャラリー・ケンコーポ

レーション入社 

杜和不動産販売株式会社入社 

当社入社 管理部係長 

管理部課長 

管理部次長 

内部監査室室長 

経営企画室次長 

社長室室長 

東京支社長 

取締役就任 

常務取締役就任（現任） 

首都圏事業本部長 

株式会社サンシティネクスト代表取締

役就任（現任） 

東京支社長（現任） 

546株 

（注）候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。 
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【ご参考】 

株主提案内容（原文通り） 

 

提案株主① 小出 泰啓 

 

 第１号議案 定款一部変更の件  

議案の内容  

定款第18条第４項として以下の規定を追加する。  

記 

４. 取締役を選任するときには、取締役候補者一名につき、一つの独立した議題及び議案を株主総会に付議

する。  

 

提案の理由 

貴社を含め、日本国内のおよそほとんどの公開企業は、全ての取締役を一つの議案で一括して選任する傾向

が極めて強く、株主は個々の取締役候補者の選別ができない。機関投資家の多くが、株主民主主義の観点か

ら問題視しているこの慣例を排除し、上場企業としての評価を高めるため、本変更を提案する。 

 

第２号議案 定款一部変更の件  

議案の内容  

定款第22条第３項として以下の規定を追加する。  

記 

３. 監査役（常勤・非常勤を問わない。）の取締役会への出席状況（取締役会開催回数に占める監査役の出

席回数）を、金融商品取引法第24条の４の７に定められる四半期報告書中に明記する方法又は定款第５条に

定める方法その他の合理的な方法によって、当会社の株主又は株主となろうとする者に、四半期ごとに開示

する。  

 

提案の理由 

常勤非常勤を問わず、監査役が有名無実化している、という趣旨の批判が機関投資家層、特に欧米の機関投

資家において根強く、貴社はそのような声に配慮し、他上場企業以上に、企業統治の向上に努めるべきであ

る。監査役の取締役会出席状況を、定時株主総会招集通知において開示するだけでなく、四半期ごとに開示

することにより、株主は、取締役及び監査役の企業統治向上に関する意欲について判断することができる。

監査役は弁護士や税理士等の見識高き専門家が就任する場合が多く、現に、貴社においても、そうであり、

経営及び取締役の業務遂行における法令遵守などの一般的な経営監視だけでなく、過度な事業リスクの回避

などについても有益な意見が得られると思われる。監査役のより積極的な経営参加を促し、また、監査役の

再任における判断基準を株主に提供するため、本変更を提案する。 

 

第３号議案 定款一部変更の件  

議案の内容  

定款第29条の末尾に以下の規定を追加する。  

記 

取締役および使用人の監査役への対応においては、常勤・非常勤の別を設けてはならず、監査役が要求する

全ての資料を速やかに提出する。  

 

提案の理由 

非常勤監査役は、毎日出社するわけでもなく、使用人および取締役との接点が少なくなりがちなため、軽ん

じられる傾向がある。会社法においては、監査役の常勤・非常勤の区別はなく、取締役と使用人は決して、
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常勤監査役と非常勤監査役の指示に対して区別をもうけてはならないことを、深く取締役と使用人に認識さ

せるため、本変更を提案する。 

 

第４号議案 定款一部変更の件  

議案の内容  

定款第20条第３項として以下の規定を追加する。  

記 

３. 当会社の取締役若しくは当会社の関係会社若しくは関連会社の取締役又は当該取締役が役員を務める

会社（当会社の関係会社又は関連会社を除く。）が当会社の関係会社又は関連会社から金銭の貸付を受けた

場合、当会社の各四半期末時点のその貸付残高を、金融商品取引法第24条の４の７に定められる四半期報告

書中に明記する方法又は定款第５条に定める方法その他の合理的な方法によって、当会社の株主又は株主に

なろうとする者に、四半期ごとに開示する。また、その貸付を受けた取締役が、当会社又は当会社の関係会

社若しくは関連会社の取締役を退任した時点で、当該貸付が完済されていない場合は、完済されるまでその

貸付残高を四半期報告書中に明記する方法又は定款第５条に定める方法その他の合理的な方法によって、当

会社の株主又は株主になろうとする者に、四半期ごとに開示する。  

 

提案の理由 

いわゆる中小型銘柄群を構成する一部上場企業において、取締役による金銭面における不正が度々開示・報

道されており、投資家が中小型銘柄を敬遠する要因の一つとなっている。貴社は、貴社グループ会社から貴

社グループ会社の取締役への金銭の移動について高い透明性を実現し、他の上場企業以上に株主による監視

を受け入れ、投資家から敬遠されないようにすべきであることから、本変更を提案する。 

 

第５号議案 定款一部変更の件  

議案の内容  

定款第20条第４項として以下の規定を追加する。  

記 

４. 当会社の取締役若しくは当会社の関係会社若しくは関連会社の取締役又は当該取締役が役員を務める

会社（当会社の関係会社又は関連会社を除く。）が当会社の関係会社又は関連会社から金銭の仮払を受けた

場合、当会社の各四半期末時点のその仮払残高を、金融商品取引法第24条の４の７に定められる四半期報告

書中に明記する方法又は定款第５条に定める方法その他の合理的な方法によって、当会社の株主又は株主に

なろうとする者に、四半期ごとに開示する。また、その仮払を受けた取締役が、当会社又は当会社の関係会

社若しくは関連会社の取締役を退任した時点で、当該仮払が清算されていない場合は、清算されるまでその

仮払残高を四半期報告書中に明記する方法又は定款第５条に定める方法その他の合理的な方法によって、当

会社の株主又は株主になろうとする者に、四半期ごとに開示する。  

 

提案の理由 

第４号議案に同じ。 

 

第６号議案 定款一部変更の件  

議案の内容  

定款第20条第５項として以下の規定を追加する。  

記 

５. 当会社の各四半期における各々の取締役による接待交際に供された費用の額を、金融商品取引法第24条

の４の７に定められる四半期報告書中に明記する方法又は定款第５条に定める方法その他の合理的な方法

によって、当会社の株主又は株主になろうとする者に、四半期ごとに開示する。  
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提案の理由 

第４号議案に同じ。 

 

第７号議案 定款一部変更の件  

議案の内容  

定款第20条第６項として以下の規定を追加する。  

記 

６. 取締役は、当会社が情報開示を行うときは、幅広い層の投資家が理解できるように、市場における一般

的な表現法に加えて、平易なる表現にて詳細に内容を補足説明する。  

 

提案の理由 

適時開示および四半期報告書の記載様式および使用用語は、全ての投資家が理解できるものとは言い難く、

特に、個人投資家にとっては難解なものとなりがちである。貴社のように時価総額が極めて小さい銘柄は、

必要最小限の説明だけでなく、個人投資家に可能な限り配慮すべきであることから、本変更を提案する。 

 

第８号議案 定款一部変更の件  

議案の内容  

定款第13条第３項として以下の規定を追加する。  

記 

３. 会社法の定めに基づく株主総会の招集請求権又は株主提案権の行使資格を有する株主（以下「請求株主」

という。）から会社に通知された情報（書面による場合を含む。）の取り扱いにおいて、当該通知の目的に

かかわらず、請求株主がその情報全部の開示を要求しているときは、当会社は遅滞なくその全文を定款第５

条に定める方法その他の合理的な方法により開示する。  

 

提案の理由 

2003年以降、いわゆるアクティビストと呼ばれる機関投資家が、株主提案を行う事例が散見されているが、

提案を受けた会社（被提案会社）の対応に関しては、株式市場は必ずしも高く評価していない。株主提案権

を有する株主は、会社にとって重要な株主であり、他の株主にその提案の詳細な内容を知らせることは、他

の株主の利益にかなう。多くの被提案会社は、最小限度の開示を行うにとどめ、また、その開示も、提案受

領後相当な日数を経て行われている場合が散見される。提案内容の周知は会社の役目であり、このような姿

勢は、投資家に対する敬意を欠いたものであって、インベスターフレンドリーとはいえない。貴社は、現在

置かれている状況に鑑みても、他の企業より投資家に配慮する努力をすべきであることから、本変更を提案

する。 

 

第９号議案 定款一部変更の件  

議案の内容 

定款第26条第２項として以下の規定を追加する。  

記 

当会社の関係会社若しくは関連会社の取締役および監査役が受領する報酬について、各取締役および監査役

の氏名とその者が当該決算期中に受領した報酬総額とを、各決算期の有価証券報告書（金融商品取引法第24

条に定められる有価証券報告書をいう。）に明記する方法又は定款第５条に定める方法その他の合理的な方

法によって、当会社の株主又は株主になろうとする者に、四半期ごとに開示する。 

 

提案の理由 

取締役が受領する報酬の個別開示は、機関投資家が以前から強く主張してきたものであり、欧米では定着し

ている。第４号議案・第５号議案・第６号議案に加え、本議案が可決され、実行されれば、貴社グループ会
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社からグループ会社取締役への金銭の流れが完全に網羅されることとなり、完全な透明性が達成できる。他

国においては、報酬の個別開示により不利益が生じているという事例は見られず、また、貴社は、業績剥落

後、数回にわたり減額を実施しており、一般社員と役員報酬との差もかなり縮小していることから、社内に

おいて不公平感が醸成され士気の低下が起きるとは思えないこと、さらに、現行の総額開示より、一人当た

りの役員報酬の大まかな額は容易に類推でき、具体的に個別開示をしてもなんら支障はないと思われる。貴

社は、現在、投資対象としての魅力を大きく欠いており、投資家の評価を高めるため、あらゆる努力をすべ

きであることから、本変更を提案する。 

 

第 10号議案 取締役１名解任の件 

取締役星山泰珠を解任する 

提案の理由 

当該取締役は、請求人によってすでになされた臨時株主総会招集請求に関して、相当な期間を経た現在にお

いても、代表者として、なんら見通しや見解を示しておらず、重要な株主を無視している。当該取締役は、

代表者として、株主に対して何らかの見解を示すべきであり、請求人は、このように、まったく意見表明を

行わないことを正当化する事由は存在しないと考える。 

当該取締役が代表取締役に就任して以降、債務の償却および既存債務の返済繰延の成果はみられるものの、

増資は実現しておらず、在庫の積み増しについてはなんの情報開示もない。既存の在庫を徐々に換金してゆ

くだけでは、貴社の再生は不可能であり、あらゆる手段を講じて在庫の積み増しを実現すべきところ、当該

取締役の指揮下でそれは実現していない。 

また、当該取締役は、証券市場・報道機関との対話について、きわめて消極的であり、社内の銀行担当者の

見解のみを評価し、証券市場に背を向ける傾向があり、公開会社の取締役としての資質に欠く。 

 

第 11号議案 取締役１名解任の件 

取締役菊地英明を解任する 

提案の理由 

当該取締役は、請求人によってすでになされた臨時株主総会招集請求に関して、見通しや見解をまったく示

さない代表取締役に対して、取締役として注意喚起し、東京証券取引所その他の上場規程に則った処理を促

すどころか、そのような不適切な方針に同調しており、公開会社の取締役とし不適格である。 

また、当該取締役は、証券市場・報道機関との対話方針は消極的であり、株主の利益に資するものではない。 

 

第 12号議案 取締役１名選任の件 

   取締役全員は本定時株主総会終結の時をもって任期満了となるので、取締役候補者阿部尚史を取締 

   役に選任する。取締役候補者阿部尚史の略歴等は以下のとおりである。 

候補者番号１ 阿部 尚史（昭和 47年６月１日生） 

略歴等 

平成６年２月 当社入社 

平成 16年１月 当社 盛岡支店 営業部部長 

平成 17年９月 当社 盛岡支店 支店長 

平成 20年３月 当社 取締役 就任 

平成 20年３月 当社 北東北営業本部長兼盛岡支店長 

平成 22年３月 当社取締役 退任 

所有する当社の株式 516株 

上記取締役候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。 

 

提案の理由 

貴社の営業基盤の維持強化、ひいては経営再建のためには、当該取締役候補者の卓越した業務経験が取締
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役として発揮されるべきであるため、本議案を提案する。 

 

第 13号議案 取締役１名選任の件 

  取締役全員は本定時株主総会終結の時をもって任期満了となるので、取締役候補者中井唯雄を取締 

  役に選任する。取締役候補者中井唯雄の略歴等は以下のとおりである。 

候補者番号２中井 唯雄（昭和 46年７月 20日生） 

略歴等 

平成７年５月     株式会社沖ソフトウェア九州入社 

平成８年５月   株式会社富士通九州システムエンジニアリング入社 

平成 10年６月 海外学習センター  創業 

平成 11年 10 月 英国 シンビアン 入社 

平成 13年２月 英国 バークレイズ証券会社 入社 

平成 15年２月 米国 ディー・ケー・アール・オアシス 入社 

平成 17年２月 ケイマン籍 グランチェスター・マスター・ファンド 創業 

平成 19年１月 株式会社エフティコミュニケーションズ 入社 

同社子会社 株式会社フレクソル 金融事業取締役 就任 

平成 20年２月 当社入社 経営戦略本部長 

平成 20年３月 取締役 就任 

平成 22年３月 取締役 退任 

所有する当社の株式 －株 

上記取締役候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。 

 

提案の理由 

貴社の企業統治策の着実な実行、資本政策の充実、投資家および報道機関との対話促進のためには、当該取

締役候補者の資本市場における卓越した経験が有用であり、取締役の職務においてその経験が発揮されるべ

きであるため、本議案を提案する。 

 

第 14号議案 取締役２名選任の不承認の件 

取締役候補者星山泰珠及び同菊地英明の選任を承認しない 

提案の理由 

第10号議案及び第11号議案の理由に同じ。 

 

 

提案株主② 名村 信夫 

（1） 議題 

役員退職慰労金の支給について 

（2）議案の要領 

2009 年及び2010 年に退任した役員に対しての退職慰労金の支給をする。ただし、会社規定の40％を支給し

積立金の残金については放棄させ、その残金は特別利益として計上する。 

（3）提案の理由 

 なし 

 （会社注）上記議案につきましては、提案株主②名村信夫氏より「提案理由」を頂いておりませんので、 

記載しておりません。 

 

 

以上 
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